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ま え が き

昨今､ “労使紛争”といえば､ 労働者個人と使用者との間に生じる“個別的労働関係紛争”

を指すものと理解されるようになってきている｡ 確かに､ 個別労働関係紛争解決促進法に基

づく ｢相談｣､ ｢助言・指導｣､ ｢あっせん｣ の件数は年を経るにつれ増加し (平成15年度の総

合労働相談件数は約73万４千件､ 民事上の個別労働紛争相談件数は約14万件､ 助言・指導申

出受付件数は約４千件､ あっせん申請受理件数は約５千件)､ また､ 全国の地方裁判所に新

たに提起される労働関係民事訴訟の件数も年々増加している (平成14年度は約2,300件)｡ し

かし､ 伝統的に､ “労使紛争”とは､ 労働組合と使用者との間に生じる“集団的労働関係紛

争”を指すものである｡

日本国憲法第28条は､ 団結権､ 団体交渉権､ 団体行動権を保障し､ これを受けて､ 労働組

合法は､ それら権利の侵害から労働組合を擁護し､ 労働組合による集団的労働条件規制権能

を確保するため､ 不当労働行為制度を定め､ その紛争の迅速な解決のための行政機関として

労働委員会制度を整えている｡

しかし､ 先に述べた個別的労働関係紛争にかかる処理件数に比して､ 労働委員会における

不当労働行為救済申立事件の処理件数は､ 労働組合組織率の長期的な低下傾向を主たる背景

に､ 年々減少傾向にある (近年､ 全国の地方労働委員会に対する不当労働行為救済申立件数

は350～400件である)｡ また､ 個別的労働関係紛争の解決においても簡易性や迅速性が重視

され､ 相対的に良好に運営されているものと思われるが､ 不当労働行為審査の初審である地

方労働委員会においては､ 事案の審査自体に平均して約800日もの期間を要しており､ 命令・

決定に至る事件については約1,050日､ 労働委員会命令の取消を求める行政訴訟にまで至る

事件については､ さらに１年半以上の期間を要しているのが現状である｡ 以上の状況から､

国は､ 労働組合法の改正を含め､ 不当労働行為審査制度の抜本的な見直しに向けて取り組み

を行っている｡

当機構では､ このような日本における集団的労働関係紛争解決制度の現状およびこれにか

かる施策動向を踏まえ､ 政策的議論に資すべく､ ドイツ､ フランス､ イギリス､ アメリカに

おける集団的労働関係紛争処理の制度と実態について､ 厚生労働省からの研究実施要請を受

け､ 調査研究を行った｡ また､ この調査研究では､ 将来の日本における集団的労働関係政策

をいかに考えるべきかという観点から､ 不当労働行為審査制度に限定せず､ 広く､ 上記各国

における実態的集団的労働関係の動向およびこれに対する法政策を視野に入れて検討を進め

た｡ 本調査研究にご参集頂いた研究者の皆様をはじめ､ ご協力頂いた皆様に感謝申し上げる｡

本調査研究報告書が､ 日本における集団的労働関係紛争の解決施策､ さらに､ 集団的労働

関係政策にかかる議論に有益な素材を提供できれば幸いである｡

平成１６年８月

独立行政法人 労働政策研究・研修機構

理事長 小野 旭
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